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募集要領 

 

１ 対象者 

移動通信システムの導入に向けた計画を有する者 

 

２ 提出方法 

回答様式は適宜で構いませんが、調査項目ごとに日本語で回答の上、冒頭に、

氏名（法人又は団体にあっては、名称、担当部局及び担当者名）及び連絡先（電

話番号又はメールアドレス）を記載し、提出期限までに次のいずれかの方法に

より提出してください。 

(1) 電子メールにより提出する場合 

電子メールアドレス：mobile-telecom×ml.soumu.go.jp 

総務省 総合通信基盤局 電波部 移動通信課 宛て 

※迷惑メール防止のため、メールアドレスの一部を変えています。「×」

を「@」に置き換えてください。 

※メールに直接調査項目の内容を書き込むか、添付ファイル（ファイル

形式はテキストファイル、マイクロソフト社Wordファイル又はジャス

トシステム社一太郎ファイル（他のファイル形式とする場合には、担

当者までお問合せください。）。）として提出してください。 

※電子メールの受取可能最大容量の観点から、５MB超える場合には、フ

ァイルを分割するなどした上で提出してください。 

(2) 郵送により提出する場合 

〒100-8926 東京都千代田区霞が関２－１－２ 

総務省 総合通信基盤局 電波部 移動通信課 宛て 

※調査票の内容を保存した記録メディアを添えて提出いただくようお

願いする場合があります。その場合の条件は次のとおりです。 

・記録メディアの種類：CD-R、CD-RW、DVD-R、DVD-RW又はUSBメモリ 

・ファイル形式はテキストファイル、マイクロソフト社Wordファイル

又はジャストシステム社一太郎ファイル（他のファイル形式とする

場合には、担当者までお問合せください。）としてください。 

・記録メディアには、提出者の氏名、提出日、ファイル名を記載して

ください。 

・送付いただいた記録メディアについては、返却できませんのであら

かじめ御了承ください。 

 

別紙２ 
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３ 提出期限 

令和５年３月31日(金)17時必着（郵送についても、同日必着とします。） 

 

４ 留意事項 

調査結果については、総務省において取りまとめ、その全部又は一部につい

て公表を行う可能性があります。調査内容の全部又は一部について非開示を

希望される場合には、その旨及び非開示項目を明確に記載してください（別紙

１参照）。 

調査に応じていただいた方について、必要に応じて任意にヒアリングをお

願いさせていただく場合があります。 


